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１．退職後の医療保険
　公立学校共済組合の組合員が退職した場合、退職の日の翌日から組合員資格を喪失する
ため、引き続いて医療保険の適用が受けられるよう、次のいずれかの医療保険制度に加入
しなければなりません。（Ｐ13・Ｐ14参照）

（１）再就職する場合
　（ア）民間企業（私立学校を含む）・公立学校の講師等

　事業主が加入している医療保険制度に加入することとなります。
　事業主が医療保険制度に加入していない場合や勤務形態によって医療保険制度に加入
できない場合があります。この場合は下記「（２）再就職しない場合（ウ）～（オ）」
のいずれかの医療保険制度に加入しなければなりません。

　（イ）再任用される場合
　再任用される方は、勤務形態によって４月以降の医療保険制度が異なりますので新し
い勤務先で手続きを行ってください。
①フルタイム勤務の場合…引き続き公立学校共済組合の一般組合員資格を有します。
　　　　　　　　　　　　（勤務先によっては共済組合が異動になる場合があります。）
②短時間勤務の場合………上記（ア）に準じます。

（２）再就職しない場合
　（ウ）公立学校共済組合の任意継続組合員（Ｐ６～Ｐ10参照）
　（エ）家族の加入する医療保険の被扶養者

　収入・生計維持関係等、定められた条件を満たしている場合に家族の加入する健康保
険等の被扶養者となることができます。
　条件については加入している医療保険制度により異なりますので、事前に確認してく
ださい。

　（オ）国民健康保険
　上記（ア）～（エ）のいずれの適用も受けない方は、居住地の市町村が実施している
国民健康保険の被保険者になります。
　国民健康保険料（税）は市町村によって異なりますが、その算定は前年の収入を基準
にした所得割額や均等割額によって決定されます。詳しくは居住地の市町村の担当窓口
にておたずねください。

公立学校共済組合三重支部

短期給付関係
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２．任意継続組合員制度
　退職時に組合員が希望すれば任意継続組合員となり、退職後も最長２年間は短期給付
（附加給付）の適用を受けることができます。
　また、状況に応じて被扶養者の認定申請を行うこともできます。

（１）資格の取得及び提出書類
　退職の日の前日まで引き続き１年以上組合員であった方が、退職の日から起算して20
日以内に任意継続組合員になることを希望する旨を退職時の所属所長を通じて共済組合に
申し出（20日以内に共済組合必着）を行い、かつ退職の日から起算して20日以内に一回
目の掛金を納めたときにその資格を取得します。
　年度末退職予定者については、任意継続組合員証の発行等事務処理を迅速に行うため、
さらには期限内での一回目の掛金の納付をより確実なものにするため、事前受付※を行っ
ていますので、できる限り事前受付期間中に手続きを行ってください。
　※事前受付の詳細については、平成30年１月定期発送にて所属所長あてに通知済です。

（２）給付の適用範囲
　任意継続組合員は一般組合員と同様、公立学校共済組合の医療給付等（附加給付を含む）
を受けることができます。ただし、休業手当金、育児休業手当金、介護休業手当金、出産
手当金、傷病手当金（資格喪失時点で受給要件を満たしている方を除く）は支給されません。

（３）資格の喪失
　次のいずれかに該当することになったとき、任意継続組合員の資格を喪失します。
（ア）任意継続組合員となった日から起算して２年を経過したとき。
（イ）死亡したとき。
（ウ）掛金を前月の末日までに納付しなかったとき。
（エ）共済組合員（他の法律に基づく共済組合で、短期給付に相当する給付を行うものの
組合員）、又は健康保険若しくは船員保険の被保険者となったとき。

（オ）任意継続組合員資格喪失申出書により、任意継続組合員でなくなることを希望する
旨を共済組合に申し出た場合。ただし、この場合には申し出が受理された日の属する
月の末日が到来したときをもって資格を喪失することとなります。

　現在の組合員資格は、退職日の翌日から喪失しますので組合員証や被扶養者証等は退職
時の所属所に速やかに返納してください。（退職日の翌日から再任用（フルタイム勤務に
限る）職員となる方のみ、返納の必要はありません。）
 （注）資格喪失後、これまでの組合員証や被扶養者証を使用して医療機関等で保険診療を

受けた場合、それに要した医療費は全額共済組合へ戻入していただきます。

〈提出すべき書類〉
　・任意継続組合員申出書（Ｐ44参照）ＤＬ（共）

　・預金口座振替依頼（申込）書（Ｐ45参照）ＤＬ（共）
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〈任意継続掛金の算定の標準となる標準報酬月額とは〉
　次の①又は②のいずれか低い標準報酬月額をいいます。

①退職時の標準報酬月額
②公立学校共済組合の全組合員（任意継続組合員を含む）の前年度９月30日における

平均標準報酬月額

　（注）②の額は毎年計算されます。平成30年度は410,000円です。

（４） 掛金
　（ア）掛金の種類

　任意継続組合員が納付しなければならない掛金には、「短期任意継続掛金」と「介護
任意継続掛金」の２種類があります。
①短
（健康保険料相当額）
期任意継続掛金…………全ての任意継続組合員が納付しなければならない医療給付

に係る掛金です。
②介
（介護保険料相当額）
護任意継続掛金…………任意継続組合員のうち、介護保険第２号被保険者（40歳以

上65歳未満）に該当する方のみ共済組合を通じて納付する
必要のある掛金です。

　（イ）掛金の算出
　１か月分の掛金は、次のように「任意継続掛金の算定の標準となる標準報酬月額」に
それぞれ定められた掛金率を乗じて計算されます。

①短期任意継続掛金…………任意継続掛金の算定の標準となる標準報酬月額 × 86.20　 　1,000

②介護任意継続掛金…………任意継続掛金の算定の標準となる標準報酬月額 × 11.58　 　1,000

上記の掛金率は平成29年度適用のものです。

＜（オ）による資格喪失のイメージ＞

前納している９月分以降の任意継続掛金がある場合、９月分以降の任意継続掛金は手続きを行うことにより還付されます。

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

任意継続組合員 国民健康保険又は家族の被扶養者

８月15日　「任意継続組合員
資格喪失申出書」共済組合提出

９月１日　任意継続組合員資格喪失
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　（ウ）掛金の納付
　任意継続組合員の組合員期間は最長で２年ですが、掛金額は年度単位で決定し適用さ
れます。次年度の掛金額については、任意継続組合員資格取得の初年度末頃に任意継続
組合員あてに通知します。任意継続掛金は退職時の標準報酬月額等を基に計算されるた
め、初年度と次年度の掛金額は、原則として大きく変動しません。
　掛金の納付についても年度単位とされ、納付方法は分割納付と前納を選択することが
できます。選択した納付方法に応じて毎月又は指定月に申し出た預金口座（百五銀行に
限る）から口座振替により掛金を納付していただきます。

①分割納付とは………毎月指定の日に１か月分の掛金を納付していただきます。
②前納とは……………１年分の掛金を１回又は２回にまとめて指定の月に納付していた

だきます。前納の月数に応じた割引率が適用されます。
（注）当初に申し出た納付方法を途中で変更することはできません。

　（エ）掛金の前納
①前納の方法
　12か月分一括納付と６か月分×２回納付があります。

②前納の時期
　前納は前納する期間の最初の月の前月の末日までに納付してください。

③前納のイメージ
　それぞれの上段は６か月分前納、下段は12か月分前納の場合となります。
　（ は前納対象外のため、その月分については各払込期日までに納付してい
ただきます。）

〈お願い〉掛金の納付はできる限り12か月分一括でお願いします。

・事前受付（４月１日資格取得）で申し込む場合

４月 ４月５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

前納期間12か月

前納期間６か月前納期間６か月

・事前受付後（４月１日資格取得）に申し込む場合

４月 ４月５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

前納期間11か月

前納期間６か月前納期間５か月
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④前納による割引額
　年4.0%の複利現価率（利息を考慮した割引率）により年間の掛金額が計算されます。

〈注　意〉
　任意継続掛金の口座振替日に指定の預金口座に掛金相当額以上の残高がない
と、掛金の振替ができず、任意継続組合員の資格を喪失することになります。

　（オ）前納した額の還付
　任意継続掛金を前納した後、前納した期間が経過する前に任意継続組合員の資格を喪
失したときは、未経過期間に係る掛金の還付を受けることができます。ただし、任意継
続組合員の資格を取得した月に資格を喪失した場合は、初月の任意継続掛金は納付しな
ければなりません。

【ケース１】
　12か月分の掛金を前納している任意継続組合員（平成30年４月１日資格取得）
が、再就職により平成30年10月１日から健康保険の被保険者となった。

【ケース２】
　12か月分の掛金を前納している任意継続組合員（平成30年４月１日資格取得）
が、再就職により平成30年４月20日から健康保険の被保険者となった。

資格取得日：平成30年４月１日
掛　　　金：12か月分納付済

資格取得日：平成30年４月１日
掛　　　金：12か月分納付済

資格喪失日：平成30年10月１日
掛金の還付：平成30年10月分から

平成31年３月分まで
（６か月分）を還付

資格喪失日：平成30年４月20日
掛金の還付：平成30年５月分から

平成31年３月分まで
（11か月分）を還付
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（５）掛金計算の例（※掛金率は、平成29年度適用のものです。）

退職時の標準報酬月額500,000円の場合

１．標準報酬月額の決定

２．１か月分の掛金算定

３．１年分の掛金算定

４．12か月分前納にすると…

分割納付にするよりも10,082円（Ｄ－Ｇ）割安になります

①500,000円（退職時の標準報酬月額）
②410,000円（共済組合員の平均標準報酬月額）

・短期任意継続掛金　35,342円（410,000円×86.20／1000）…（Ｂ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ　　　　　　　　　　　円位未満切捨て

・介護任意継続掛金　 4,747円（410,000円×11.58／1000）…（Ｃ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ　　　　　　　　　　　円位未満切捨て

・年間掛金額　481,068円（（35,342円＋4,747円）×12月）…（Ｄ）
　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ　　　　Ｃ

・短期任意継続掛金　415,216円（ 35,342円×11.7485020）…（Ｅ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｂ　　　前納係数　　　円位未満四捨五入

・介護任意継続掛金　 55,770円（  4,747円×11.7485020）…（Ｆ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｃ　　　前納係数　　　円位未満四捨五入

・年間掛金額　　　　470,986円（415,216円＋55,770円）……（Ｇ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｅ　 　　　Ｆ

①又は②のいずれか低い金額
②410,000円…（Ａ）が掛金算定
の基礎となる標準報酬月額と
なります。
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３．短期給付
　退職後、一定の要件を満たしている場合に支給される手当金等は次のとおりです。

（１）傷病手当金
　１年以上組合員であった方が公務によらない病気・負傷により勤務に服することができ
ない状態※１で退職した場合、又は退職前に傷病手当金を受給していた方で残余の期間が
ある場合には、退職後の「勤務に服することができない」期間について、最長１年６か月
の間（ただし、退職前に傷病手当金を受給していた方はその残余の期間）、一日につき「標
準報酬の日額 × 2　3 」が支給されます

※２。

　ご家族が加入する医療保険制度（国民健康保険を除く）の被扶養者になられた場合は、
傷病手当金の受給要件は喪失しません（引き続き受給していただくことが可能です）が、
傷病手当金は被扶養者としての認定要件の確認において恒常的な所得とみなされる場合が
多いため、被扶養者でありながら傷病手当金を受給することができるかどうかを、事前に
ご家族が加入する医療保険制度の所管機関へお問い合わせください。

※１　退職日以降の勤務に服することができない状態（労働に従事し得ることが可能か
否か）については医師の証明が必要となります。

※２　過去に同一の傷病又は関連性の認められる傷病について傷病手当金の給付を受け
ている場合は原則として支給されません。

退職後の傷病手当金が支給されない場合

傷病手当金と年金との調整

　次のいずれかに該当する場合又は該当した場合は、以降の傷病手当金は支給されません。
①対象傷病が治癒または軽快し、就労することができる状態（労働能力がある状態）に回

復した場合（適当な職がないために就労していない場合を含む）
②他の医療保険制度（国民健康保険を除く）の被保険者資格を取得した場合
③自家営業を行っている場合又は事業所に雇用されている場合

　次のいずれかに該当する場合又は該当した場合は、以降の傷病手当金は調整されます。
①同一傷病による障害年金の受給権が発生
　・障害共済年金　　　・障害一時金
　・障害厚生年金　　　・障害手当金
　・障害基礎年金
②老齢又は退職の年金の受給権が発生
　・老齢厚生年金（特別支給も含む。）
　・退職共済年金（特別支給も含む。）
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〈提出すべき書類〉
　・傷病手当金請求書 ＤＬ（共）

〈提出すべき書類〉
・出産費（差額）内払金支払依頼書 ＤＬ（共）又は出産費請求書 ＤＬ（共）

・分娩費用明細書の写し（出産日及び出産児数が記載され、産科医療補償制度の印が
押されたもの）
・直接支払に関する合意文書の写し

〈提出すべき書類〉
・埋葬料請求書 ＤＬ（共）

・埋火葬許可証の写し
・埋葬や葬儀費用の領収書及びその明細の写し（組合員が死亡し、その被扶養者でな
い方が請求する場合に必要）

（２）出産費
　組合員（任意継続組合員を含む）期間が１年以上あった方が、資格喪失後６か月以内に
出産した場合に404,000円（産科医療補償制度下における出産の場合は420,000円）が支給
されます。ただし、他の医療保険者から同様の給付が行われる場合は除きます。

（３）埋葬料
　組合員（任意継続組合員を含む）が資格喪失後３か月以内に死亡した場合に50,000円が
支給されます。ただし、他の医療保険者から同様の給付が行われる場合は除きます。
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勤
務
す
る
教
職
員
が
加
入

（
日
本
私
立
学
校
振
興
共
済
事
業
団
）

地
方

職
員

共
済

組
合

　
等

県
、
市
町
村
等
の
職
員
（
公
務
員
）
が
加
入

（
各
地
方
公
務
員
共
済
組
合
）

国
家

公
務

員
共

済
組

合
国
の
職
員
（
公
務
員
）
が
加
入

（
各
省
庁
共
済
組
合
）

公 立 学 校 共 済 組 合

再
就

職
を

し
ま

す
か

家
族

の
医

療
保

険
の

被
扶

養
者

に
な

れ
ま

す
か

（
収

入
制

限
等

有
）

再
就

職
先

で
医

療
保

険
に

加
入

で
き

ま
す

か
　

選 　 　 択

は
い
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（
注

）
各

制
度

の
詳

細
に

つ
い

て
は

、
直

接
運

営
主

体
へ

お
問

い
合

わ
せ

く
だ

さ
い

。

運
営

主
体

保
険

料
（

掛
金

額
）

そ
の

他
手

続
き

先

任
意
継
続
組
合
員

公
立
学
校
共
済

組
合
三
重
支
部

・
退
職
時
の
標
準
報
酬
月
額
を
基
礎
に
算
出
さ
れ
る
。

　（
Ｐ
７
参
照
）

・
上
限
額
は
48
1,0
68
円
（
平
成
29
年
度
の
掛
金
率

適
用
）

・
１
年
目
も
２
年
目
も
退
職
時
の
標
準
報
酬
月
額
等

を
用
い
て
計
算
を
す
る
た
め
、
掛
金
率
に
改
定
が

あ
っ
た
場
合
を
除
き
、
大
き
な
変
動
は
な
い
。

・
加
入
は
退
職
後
最
長
で
２
年
間

・
現
職
時
と
ほ
ぼ
同
様
の
給
付
を
受
け
る
こ
と
が

で
き
る
。

・
条
件
を
満
た
せ
ば
、
家
族
を
被
扶
養
者
と
し
て

認
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

公
立
学
校
共
済

組
合
三
重
支
部

被
扶
養
者

家
族
の
加
入
す

る
医
療
保
険
の

保
険
者

・
不
要
（
被
扶
養
者
と
な
る
家
族
が
あ
っ
て
も
、
被

保
険
者
の
負
担
す
る
保
険
料
に
変
更
は
な
い
。）

・
被
扶
養
者
要
件
を
満
た
す
必
要
が
あ
る
。

・
被
扶
養
者
要
件
及
び
給
付
内
容
は
各
医
療
保
険

者
に
よ
っ
て
多
少
異
な
る
部
分
が
あ
る
。

家
族
の
勤
務
先
の

事
業
所
等

国
民
健
康
保
険

市
区
町
村

・
前
年
の
所
得
を
基
準
に
算
出
さ
れ
る
。

・
上
限
額
（
一
世
帯
当
た
り
）
は
各
市
区
町
村
に
よ

っ
て
異
な
る
。

　（
県
内
の
市
町
で
は
約
90
万
円
）

・
前
年
の
所
得
が
算
出
基
礎
と
な
る
た
め
、
定
年
又

は
定
年
間
近
で
退
職
し
た
者
の
退
職
後
１
年
目
は

上
限
に
近
い
額
に
な
る
場
合
が
多
い
。

・
退
職
後
２
年
目
の
保
険
料
は
１
年
目
の
そ
れ
と
比

較
す
る
と
大
き
く
下
が
る
こ
と
が
多
く
、
任
意
継

続
組
合
員
制
度
と
比
較
し
た
場
合
、
２
年
目
の
保

険
料
（
掛
金
）
は
低
く
な
る
こ
と
が
多
い
。

・
給
付
に
つ
い
て
は
法
定
給
付
の
み
で
附
加
給
付

は
な
い
。

・
被
扶
養
者
と
い
う
概
念
は
な
く
、
世
帯
内
で
加

入
者
が
増
え
れ
ば
保
険
料
も
増
え
る
。

居
住
地
の
市
区
町
村

（
保
険
年
金
課
等
）

《
各
医
療
保
険
制
度
の
比
較
》
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◇ 標準報酬等級表（平成28年10月から）
等級 報酬月額 標準報酬月額 一等級の格差 標準報酬日額
－ 93,000円未満 88,000円 － －

第 1 級 93,000円以上 101,000円未満 98,000円 10,000円 4,450円
第 2 級 101,000円以上 107,000円未満 104,000円 6,000円 4,730円
第 3 級 107,000円以上 114,000円未満 110,000円 6,000円 5,000円
第 4 級 114,000円以上 122,000円未満 118,000円 8,000円 5,360円
第 5 級 122,000円以上 130,000円未満 126,000円 8,000円 5,730円
第 6 級 130,000円以上 138,000円未満 134,000円 8,000円 6,090円
第 7 級 138,000円以上 146,000円未満 142,000円 8,000円 6,450円
第 8 級 146,000円以上 155,000円未満 150,000円 8,000円 6,820円
第 9 級 155,000円以上 165,000円未満 160,000円 10,000円 7,270円
第10級 165,000円以上 175,000円未満 170,000円 10,000円 7,730円
第11級 175,000円以上 185,000円未満 180,000円 10,000円 8,180円
第12級 185,000円以上 195,000円未満 190,000円 10,000円 8,640円
第13級 195,000円以上 210,000円未満 200,000円 10,000円 9,090円
第14級 210,000円以上 230,000円未満 220,000円 20,000円 10,000円
第15級 230,000円以上 250,000円未満 240,000円 20,000円 10,910円
第16級 250,000円以上 270,000円未満 260,000円 20,000円 11,820円
第17級 270,000円以上 290,000円未満 280,000円 20,000円 12,730円
第18級 290,000円以上 310,000円未満 300,000円 20,000円 13,640円
第19級 310,000円以上 330,000円未満 320,000円 20,000円 14,550円
第20級 330,000円以上 350,000円未満 340,000円 20,000円 15,450円
第21級 350,000円以上 370,000円未満 360,000円 20,000円 16,360円
第22級 370,000円以上 395,000円未満 380,000円 20,000円 17,270円
第23級 395,000円以上 425,000円未満 410,000円 30,000円 18,640円
第24級 425,000円以上 455,000円未満 440,000円 30,000円 20,000円
第25級 455,000円以上 485,000円未満 470,000円 30,000円 21,360円
第26級 485,000円以上 515,000円未満 500,000円 30,000円 22,730円
第27級 515,000円以上 545,000円未満 530,000円 30,000円 24,090円
第28級 545,000円以上 575,000円未満 560,000円 30,000円 25,450円
第29級 575,000円以上 605,000円未満 590,000円 30,000円 26,820円
第30級 605,000円以上 635,000円未満 620,000円 30,000円 28,180円
第31級 635,000円以上 665,000円未満 650,000円 30,000円 29,550円
第32級 665,000円以上 695,000円未満 680,000円 30,000円 30,910円
第33級 695,000円以上 730,000円未満 710,000円 30,000円 32,270円
第34級 730,000円以上 770,000円未満 750,000円 40,000円 34,090円
第35級 770,000円以上 810,000円未満 790,000円 40,000円 35,910円
第36級 810,000円以上 855,000円未満 830,000円 40,000円 37,730円
第37級 855,000円以上 905,000円未満 880,000円 50,000円 40,000円
第38級 905,000円以上 955,000円未満 930,000円 50,000円 42,270円
第39級 955,000円以上 1,005,000円未満 980,000円 50,000円 44,550円
第40級 1,005,000円以上 1,055,000円未満 1,030,000円 50,000円 46,820円
第41級 1,055,000円以上 1,115,000円未満 1,090,000円 60,000円 49,550円
第42級 1,115,000円以上 1,175,000円未満 1,150,000円 60,000円 52,270円
第43級 1,175,000円以上 1,235,000円未満 1,210,000円 60,000円 55,000円
第44級 1,235,000円以上 1,295,000円未満 1,270,000円 60,000円 57,730円
第45級 1,295,000円以上 1,355,000円未満 1,330,000円 60,000円 60,450円
第46級 1,355,000円以上 1,390,000円 60,000円 63,180円


